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1．　はじめ一こ
　　ホーングレン（Charles　T・Hor㎎ren）氏は1956年に，「賞金計算書が
肘務表類financiaI　fami1yの価値ある一員として，　より広範囲に使用さ
れるべき時期がやってきた。」1〕と，資金計算・1三11の時節が到来したことを
作げた。確かに第二次’1コ止界大泄後，会ネ．トの年次概告’11j＝における資金計算一苫
の表示は除々にではあるが確実に士舳口してきている。　アントン（HeCtOr
R・Anton）1〕氏やケンプナー（JackT．Kempnef）3）氏の細査結果はその
　1）　Chafles　T－Homgren，“The　Funds　Statement　and　Its　Use　by
　　　Analysts・”The　Jouma1of　Accountancy，January1956，p．55．
　2）　Hector　R．Anton，“Funds　Statement　Practices　in　the　United　States
　　　and　Canada．”The　Accounting　Reviw，Octoverユ954．
　3）　Jack　J．Ke〕コ］pner，“Tbe　State皿ent　of　Application　of　Funds　in
　　　Modem　Corporate　Accounting　Practice，1956．”Dissertation　for　the
　　　Degree　of　Doctor　of　the　Ohio　State　University．
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ことを明らかに立証している。
　しかし，資金計算書の会計処理の原則と手続が「一般に認められた」も
のへとなるには，　それはあまりにも繁雑でありすぎた。その繁雑を解消
し，「一般に認められた」ものへの啓蒙運動が最初に公式機関の手により
なされたのは，それから5年後のことであった。
　メィスン（Perry　Mason）氏のキャッシュ・フローと資金計算書の研
究が，アメリカ公認会計士協会（以下，AICPAと略称）の調査研究部長
・ムーニッッ（Maurice　Moonitz）氏の権限において，会計調査研究書
第2号『キャッシュ・フロー分析と資金計算割AnAccounting　Re－
search　Study　No．2．“Cash　F1ow　Analysis　and　Fund　Statement．”　と
して，1961年11月に公刊されたのが，その出発点である。それは，職業会
計士その他会計の発展に関心をもつびとびとに対して，ひとびとの考慮を
うながし吟味を受けるために4〕，資金計算書に関する会計処理の原則と手
続の問題点を明確にしようとしたものである。
　この研究書第2号が公干1」されてわずか2年後の1963年10月，AICPAで，
「ただひとつ会計原則について公的な見解を発表したり承認したりする権
限をもっている」5〕会計原則審議会（以下，APBと略称）が，意見書第
3号『資金の源泉と運用計算書」Opinion　No．3．，“The　Statement　of
Source　and　Application　of　Funds。”を発表した。それは，資金計算書
の会計処理の原則と手続に関する，APBによる最初の公式見解であった。
本小論は，1960年代におけるAICPAの資金計算書に関する啓蒙運動の
性格と特徴を，研究書第2号と意見書第3号の資金計算論の比校考察を通
して，明確にしようとしたものである。
4），5）　Perry　Mason，“Cash　Flow　Ana1ysis　and　the　Funds　State－
　ment”AICPA，An　Accounting　Research　Study　No．2．196／．P．V．
　染谷恭次郎監訳rキャッシュ・フロー分析と資金計算書」昭和38年，巾央経済
　杜刊・5頁。なお研究書第2号の訳出はすべて同書に従った。
2．AICPA会計調査研究書第2号による
　　資金計算論の変革
　時を得たものとして公刊された1〕研究書第2号は，伝統的な流動性を重
視する運転資本資金計算論に対して，画期的な変革をもたらす，新しい資
金計算論を勧告したといわれている。それでは，研究書第2号が勧告した
新しい資金計算論とはどのようなものであるのか。　ここでは，コービン
（Dona1d　A．Corbin）とタウシック（Russe1Taussig）の両氏が1962年
7月に著はした，「AICPA資金計算書研究」“AICPA　Funds　Statement
Study．”（The　Jou加al　ofAccountancy，Ju1yユ962，pp．57－62）の見角牟に
従って2），その変革点を中心に，その新しい資金計算論を素描したい。
　まず第一の変革は，重要性に関し，次の勧告がなされたことにある。す
なわち，資金計算普が損益計算書や貸借対照表と同じく基本的財務表であ
ること。それは年次報告苫に表示されるべきであり，監査対象財務表とし
て監査人の短文式報告二苫において報告されるべきであると。
　そして第二の変革は，目的と概念に関して，次の勧告がなされたことに
．あ引　すなわち，すべての財務管理活動を報告しうるように，伝統的な
迦転資本プール概念を止揚し，　すべての資源を意味する概念，「財務上の
／）本来，会計調査研究書は「基本的な会計公準の研究と総合的な会計原則の研
　究」にかかわる課題を取り微わねばならない。しかし，「キャッシュ・フロー
　分析と資金計算書』は「おもに財務報告の形式とその分析に関する特殊な問題
　を取り上げたもの」にもかかわらず，それが会計調査研究書として公刊された。
　当時の会計；訂■蜀査研究部長・ムーニッツ氏によれば，次の理由説明がなされてい
　る。すなわち，形式と分析とは，適用される原貝1」がどのようなものであって
　も，それに関係なく重要であるし，取り上げたこの論趨は，財務諸表について
　現在いろいろと議論し実際的な試みも行なわれているところであるから，時を
　得たものである。（Ibid．．p．xi，xiii（Note）．）
2）　Dona1d　A．Corbin　and　Russel1Taussig，“AICPA　Funds　State－
　ment　Study，”The　Jouma1of　A㏄ountancy，Ju1y1962，pp．57＿62．
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総資産」概念，あるいは消費力ないし購買力だと，資金概念を定義したこ
と。たとえば，普通株の発行による設伽装’置の賠入は，迦転資木概念のも
とでは報告されないが，研究＝山＝第2号のもとでは報告されることになる。
　第三の変革は，減価償’却費の表示法に関して，次の勧告がなされたこと
にある。　すなわち，　減価償却ヱ1上が資金の狐泉であるとの洲脾を避けるた
め，修工1三後の純利益，すなわち「営茱活動からもたらされた資企」からは
じめ，その計算の1リ」細を1j工1］注に示すこと。この恋1測するところは，発生費
用aCCrua1Sもしくはアモチゼーションといった，資雌のすべての内部変
化はすべて資企計算＝1⊥1＝から除外することにある。（具休例は「表一2」を
参照）
　第四の変革は，柵丑肚し合う工則iはそれぞれグループ毎に表示するこ
と。この表示法に閑し，1■1U氏は次のような例を示している。（例一介併に
よって設伽r’陸推得した以介）
　資金の源泉：
　　　普通株の発行　　　　　　　　　　　　　　　　覇1，OOO，OOO
　　　社償の発行　　　　　　　　　　　　　　　2，OOO，OOO
　　　　　　　合　計　　　　　　　　　　＄3，OOO，OOO
　控除；独得会社XY　Z杜の資産；
　　　土地　　＄500，OOO　　　控　　　物　　　　　　　ユ，！00，O00
　　　設　　　　　　　伽盲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，OOO，OOO　　　＄2，600，OOO
　証券発行による現金の増加　　　　　　　　　　　　　＄　400，O00
　以上，研究讐第2号の変革を概略したのであるが，伝統111勺なものとの比
校をよりいっそう別らかにするため，両氏が作成した，伝統的な賞金計工’1l：
■山二（一1貫」「］形式）と研究朴第2号に従った新しい資金計工一1：＝一j＝（勧竹形式）を
例示すると3），「表一1」および「表一2」のごとくである。
　かかる二つの賞企計算1，i；1に閉し，コービンとタウシックの而氏は次のよ
　3）訳山は，巾村茜次著r改訂増柿・資金計算論」l1召和48年，1．貝元課房干1」，255
　　－256頁に従った。
うな比校を論じている。すなわち「新しい資金概念はイ五統1r勺なものより包
括灼である。イ云統／」勺なアプローチは，辿帳資木の下班性が流動セ．1三あるいは
伏務返済能力の指利Ilにあると，立証なくしてたんに仮定して，辿砿資木の
変化の説㎜に限定する。新しいアプローチは流動セ．」の変化だけでなく，成
長性growth，　収益性およびむ，1務返済能力の変化を言舳］する。」4）（傍一1負注
（表一1）　　　　　　資金計算書（慣用形式）
．資金の源泉：
　　　　　純　利　益……一…
　　　　　司．戎価償却費………一・
　　　　　社債（期限ユ0年，年利6％）の発行……
　　　　　　　　　　　資金の源泉合計…・…一・……
資金の運用：
　　　　　プラントおよび’設備’の購入・・・・・…………・
　　　　　　7％優先株の償還・・…一・
　　　　　配当金の支払…一一
　　　　　　　　　　　資金の運用合計…’…・…一一一’一一．
運転資木の増加…・………一・…・・’’
＄　　450．000
　　200，OO0
　2，000，O00
．．．乳2．，岱O，9qg
＄1，OOO，OO0
　　750，O00
　　500，OOO
＄2，250，OOO
＄　　400，OOO
　　　　　　　　　　　　　　　．．．導．．苧香、軍．．幸．二、位二二奏．．．．．．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ2月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　増　　加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ96／年度　1960帷　（減＿少つ．．．
　　　現　　　金・……・　　　＄　50，OOO　＄ユ50，000（＄lOO，000）
　　　｛叉　　工阪　　一1助　　フ竺・・・・…　　　　　　　　　　　　　600．000　　　　　　100，OO0　　　　　500，OOO
　　　棚卸資産……・・　　．．1．，章OO．！Pqρ．一．．65q三Pqg　650，OOO
　　　　　　流醐資産合計・・　　」．u．蓮q迎9　．里＿哩．．、900．華1巫阯9q．
　　　支払勘定…・…・　　＄550，OOO＄200，OOO＄350，OOO
　　　支払手形…一　　　　400，OOO　l00，OO0　300，OOO
　　　その他の流動負償・…・　　　　　　ユOO，O00　．＿ユρρ．、Pqg
　　　　　　流鋤負債合言十・・　　．．．．＄！岬q，ρOq．筆＿迎三Pqq＄650，OOO
　　　運転　資　本・……・　　　　＄　9pO，ρρ0　＄　500，OOO．董．＿400μし
4）　Dona1d　A．Corbin　and　Russe11Taussig，op．cit．，pp．58－59．
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（表一2）　　　　　　資金言†墓書＿（勧告形式）＿」
資金の源泉：
　　減価償却前の純利益（注）一一　　　　　　　　　　　　　＄　650，000
　　差引；配当金…・・一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500，000
　　再投資利益によって獲得せられた資金・・…一・・　　　　　　＄　150，000
　　社債（期限10年，年利6％）の発行一一一＄2，000，000
　　優先株を額面どおりに償還……・……・・一・一　　　750，O00
　　　　設傭拡張のために利用できる残高・………　　　　　　　1，250，OOO
　　A会社への投資のために，普通株4，000株の発行（下記参照）…　　500，OOO
　　短期支払手形の増加…………・・…　　　　　　　　　　　　　　300，O00
　　銀行残高の減少・一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユOO，OOo
　　　　　　　　合計一…・　　．乳2，3qq！OOO
資金の運用：
　　A会社の普通株40％を獲得（上記参照）一…　　　　　　　＄　500，000
　　プラントおよび設備の購入一…・　　　　　　　　　　　　／，OOO，000
　　棚卸資産の増加・・……一一・・・……・・・……・…・＄　650，000
　　差引；支払勘定の増加一・’………・・・・・……・・…。　350，OOq　　　300，000
　　受取勘定（期限30日より90日へ信用政策の変更）の増加…・　　500，OOO
　　　　　　　　　合計・・…　　　＄2，300，000
　　（注）純利益（損益計算書のとおり）…………＄　450，000
　　　　減価償却費（資金を必要としない）・・一　　　200，000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　　650，O00
　中村）。　たとえば中村萬次教授も指摘されるように5），勧告形式では，
資金の源泉欄における「A会社への投資のために，普通株4，OOO株の発行」
項目と，資金の運用欄における「A会社の普通株40％を獲得」項目の開示
によって，上記の「成長性」を示そうとしている。
　要するに，研究書第2号は，すべての資源を意味する資金概念のもと
で，企業へのあるいは企業からの資産（流動あるいは固定）のすべての
physical　f1owを表示し，内部取引（内部変化）は除外しようとした。か
かる資金計算論は，古くはコール（Wi1liam　M．Cole）氏により展開され
　5）　中村萬次著『前掲書』257頁。
た「すべての貸借対照表科目の変化」思考后）に始まり，第二次世界大戦
後，1951年のゴールドバーグ（Louis　Go1dberg）7〕氏，ユ961年のコービ
ン（Donald　A．Corbin）8）氏の所説に展開された，「すべての貸借対照表
科目の変化」浄化思考の流れをくむものなのである。しかし，研究書第2
号は「貸借対照表は資金フローの過程の産物」であるという浄化論を徹底
して主張しなかった。けだし，それは「総収益からはじめる形式」を「好
ましい配列法として奨めることはできない。」9〕との理由から，浄化思考
にとっては不都合な戻し加算法を暗に支持したことにある。とはいえ，上
言己した第一と第二の変革を勧告したことは，資金計算論ならびに財務報告
開示制度の展目目にとって，大きな前進であると評価されよう。
6）Wi11iam　M．Co1e，A㏄ounts，Their　Construction　and　Interpretation，
　1908，
7）　Louis　Go1dberg，“The　Funds　Statement　Reconsidered”，The
　Accounting　Review．Oct．，1951．氏は次のように言及している。すなわち
　　r貸借対照表は収益と費用との対応だけではなく会金今占二あ由皇あ産島であ
　る。同時点で，貸借対照表は損益計算書と資金計算書とに完全に関速してお
　り，これらの動的過程の表明である。資金計算書は企業体の活動に関する財務
　一覧表であるが，貸借対照表項目の変化に注視することで，異なった様相でこ
　れらを表示し，静的より動的后金如と会枯お点表虫自去圭由寺乏ことを可能に
　する。」（傍点注・中村）（pp．489－490）かかる観点からも，資金概念は「初
　期の概念の方がより納得しうるものであり，より満足しうる合理的なものであ
　る。」と。（p．486）かかるゴールドバーグ氏の見解は，いわゆる動態論の中
　での貨借対照表コンバート説だと評されるだろう。
8）Dona1d　A－Corbin，“Proposa1s　for　Improving　Funds　Statements，”
　The　A㏄ountingReview，July1961．pp．398－405．氏は次のように述べ
　ている。すなわち「論理的かつ有効的な資金概念はすべての資源あるいは購買
　カといった幅広い意味を有するべきである。比較貸借対照表に言己載されている
　すべての外部取引，企業への流出入する資産のphysical　f1owは計上される
　べきであって，内部取引は除外されるぺきである。」と（Ibid．，p．404．）
9）Perry　Mason，oP．cit．，P．91．
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3．AICPA会計原則審議会意見書第3号による
　　資金計算論の後退
　研究書第2号が，職業全計十その他全計の発展に閑心をもつひとびとに
対して，ひとびとの考慮をうながし吟味を受けるために，キャッシュ・フ
ロー分析と資金計算書の問遡一点を明らかにして2年後の，1963年4月，
AICPAの調査研究部長はAPBの「公式見解」についての「草案」を公
表した。この「草案」は研究吉第2号と同じ内容の前進ある見解を発表し
たといわれている1）。続いて同年10月，AICPAは，APBの最終＾解と
して，意見書＝第3号『資金の源泉および迦用計算許』Opinion，No．3．“The
Statement　of　Source　and　App1ication　of　Fmds．”を発表した。
　意見吉第3号は，先の研先書第2号および「草案」からの後退を芯1味す
る内容の勧告をしたといわれている。それでは，芯見吉第3丹はいかなる
後退論を勧告したのであろうか。　前言’した研先二苫第2号の変二1，ヨー1＝点を中心
に・それとの比較をしながら，その後退論を素描したい。
　研究書第2号は，11噴金計算書は重要な財務表である。（2〕それは会祉の
年次報告書に表示すべきであり，（3〕監査対象財務表として監査人の短文式
監査報告沓に報告されねばならない，と勧告した。この勧告に対し，1ω工
書第3号は，（1〕資金計算書は有用な情報を捉供するとはいえ，その乖理怜
において・　それは損益計算’苫や貨借対照表と同列ではなく補功表である
と・12〕年次報告書におけるそσ）表示は作成者側の／壬意であり，13峨査柵作
書におけるその報告もまた任芯である，と勧告した。この点を指摘し，ジ
ェディキ（RobertK．Taedicke）とスプラウス（RobertT．Sprouse）の
　ユ）　Robert　K・Jaedicke　and　Robert　T．Sprouse，Accountiコ］g　F1ows1
　　Income，Funds，and　Cash，1965．p．125．訳出は，古川栄一監訳「利益と
　　資金の会計，アカウンティング・フロー」昭和43年，東洋経済新報社干I」，ユ63
　　頁に従った。
両氏は「失三丑せざるを得ない」2）と述べ，　ウォーレン（Robert．L．、Var－
ren）氏は「批判されるべき・である．」罧〕と述べた。
　　ところが，基木1「勺な資金概念にi支」し，11二：j．土一一11＝第3一；」1は，研づ■‘・．．≡．；＝1第2・讐の
r■雌絡．」二の総資j坐」とはル木灼にはlr－1一義11一’．1である，「すべ’て0川’稚賞訟1i」概
念を勧㌫したo
　　さらに研先・⊥1＝第2一けは，修j．1」｛後の純利益，すなわち「営X～，一動からもた
らされた賞金」からはじめ，　その計工1i二の州1．11をj」．如注に示すことを勧缶し
た。この勧・告に対し，ll二：＾山二第3一一｝は一般的似行として流布している「戻
し力11算法」を■リ」らかに好ましいものと勧・｛L’した。
　」リ、上0⊃勧｛㌃にくわえてさらに汁11二：しなければならないのは，意＾■、ユ．l1第3
・ll｝が，流助勘定’の変化が〃務；i打一よに充分に閉ホされていない以介には，そ
れを別］ユ山として表ぶすべきである，　と勧缶したことにある。この勧‘．11・
は，多くの会祉が株主に一11ヒ」咬工wf文」’」ll1表を公表しているという；I」l1実からみ
れば，流動勘定の重■峻な変化は」．伽■こ汕切に1舳㌃されているという；…」；火を無
祝したものだと批判されよう。それ故，この勧・告は日’苫に伝統的で一般的な
巡1伝資木慨念をサポートする役一．i利にあるとしか，　いいようがないのであ
る。
　”、」二のよう■に，　一」二：．Lエユj＝第3’り’は舳＝コヒ．，1＝第2’弓の…変・1＝l1二を受けノ㌧才Lなカ・っ
た。一rよ．兇、W3’亨｝もまた資金計算．ヨ；＝の只休例をホさ才エかったが，いわゆる
「ウイート三撮！」F、．≡l1」4）にもと一づいて，言rr券収Jに三⊥．ユ公（エリ、■ド，SECと略耳小）
　2）　Ibid・，p・126．　『前批ザ、芋』164ユ1．（。
　3）Robert　L－Warren，“A　Critica1Examination　of　Extema1Reporting
　　　Changes　in　Finance　Position　with　Emphasis　on　The　Impact　of
　　　Accounting　Princjp］es　Board　Opinion　No．19and　on　the　Usefu1ness
　　　of＾Funds　Flow”Information，］973．”Dissertation　for　the　Degree　of
　　　Doctor　of　The　University　of　Arkansas．p．ユ8．
　4）　ユ967年1ユ刀，SECは，有イ■1晴［券法および言正券取引所法のディスクロージュ
　　　ァ視定を強化し，また投貨家一般に投資意．凹、に有用な榊般を伝迷するための■
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が，工970年に改正を行ない，SEC規則S－XのArtic1e11Aに規定した
資金計算書は・APBが意図したものを単的に現わしていると考えられる。
「表一3」　Ru1e11A－02．資金の源泉と使途言1’算善
　資金の源泉と使途計算書は，資金または運転資木が入手された源泉とその処
分膏糾卿仰苧舛へ岬中3二0三・．箏キ）．．．．．．．．．．．
．正峠g章争ヰ乍1ま運拝資本の構成要素の重要な変化は当該説明または付表で
表宗されなければならな’・。
　最低限度として次の項目が報告されなければならない。
　la廣金の源泉
　ω当期営業成績（純損益および，資金の支払いまたは受取りを必要としなか
った特定項目の増滅，たとえば減価償却や，償却，繰延法人所得税，非連結会
杜の未配分利益または損失などを個別に表示する）
　12〕非流動資産の販売（投資，有形固定資産，無形固定資産などの項目を個別
に確認する）
　（3〕借入証券の発行またはその他の長期負債
　14麻式の発行または販売
　1b〕資金の処分
　11〕非流動資産の購入（投資，有形固定資産，無形固定資産などの項目を個別
に確認する）
　12〕借入証券またはその他の長期負債の償還または返済
　13〕株式の償還または買入消却
　14〕配当金
　1・〕正味の賢金または運転資本の増加（減少）
（傍点注・中村）
■手段を刮，■ヨ査するディスクロージュア・スタディ・グループを発足させた。SEC
はこの調査報告をまとめ，1969年3月，「ウィート報告書，投資家に対するデ
ィスクロージュアー，33年法，34年における連邦管理政策の再検討」　The
Wheat　Report，Disclosure　to　Investors；A　Reappraisal　of　Federa1
Administrative　Po1icies　under　the’33anポ34acts、”）を発表した。こ
れがいわゆるウィート報告書といわれているものである。報告書は資金計算書
の作成と監査の必要牡を勧告した。この勧告を受けて，1969年9月，「ウィー
ト幸堰告書を履行するためのSECの捉案」がなされ，資金計算書が基本的財務
諸表の地位を得るとともに，監査対象財務表として監査報告書に報告される，
ことが決定した。（西旧剛著「アメリカ会計監査の展開」昭和5！年，東出版，ユ27
－133頁。大矢知浩司著「会言十監査」昭和46年，中央経済社刊，ユ95－196頁。）
したがって，意見書第3号に従って作成される資金計算書として例示すれ
ば，それは「表一3」5〕のごとくである。
　かかる意見書第3号の資金計算論に関し，ローゼンとデコスターの両氏
ならびにウォーレン氏は次のように評している。すなわち，ローゼンとデ
コスターの両氏によれば「意見書は迦転資本の変化を計算する様式に二つ
の非流動勘定間の取引を計上する計算書を一方的に支持し，そのことによ
って・それは不明確なものとなった。」o）と。またウォーレン氏によれば
「特に“すべての財務資源”概念がすべての重要な財務活動と投資活動が
開示されること，運転資本がその取引によって影響されなかったかどう
か・ということを確証するために勧告された。」7〕と。つまり，意見書第
3号は研究書第2号の変革を避けたのである。その結果，その資金計算論
は「すべての貸借対照表科目の変化」浄化論と流動性を重視する資金計算
論との妥協の産物と化したのである。しかし，かかる妥協の産物のなかで
注目すべきは，伝統と慣行を重視するAPBが何赦に研究書第2号の目的
と資金概念の変革のみを受け入れたのであろうか，という疑問である。か
かる疑問を解叫』するには，当時の変化しつつある企業社会に目を向けなけ
ればならないであろう。
　すなわち，第二次世界大戦後，1950年代と1960年代は，1890年代末に起
った合同運動から数えて第三期合同運動期だといわれているように冨〕，合
併への動きが再び熱狂的な高まりを示したl1舳」であった。そして，かかる
第三期合同迦動の特徴が，rそれが進むにつれてコングロマリツト的合同
が関心をもたれるようになり，多角化が一般的な問趨となった」蓼〕ことに
　5）西田剛著「前掲書』129頁。
　6）　L．S．Rosen　and　Don　T．DeCoster，“rFunds」Statements：A　Histo－
　　rical　Perspective・”　The　Accounting　Review，January1969，p．135．
　7）Robert　L．Warren．op．cit．，p．17．
　8）9）鳥羽欽一郎他訳　「アメリカ経営史下」昭和50年，東洋経済新報社刊，
　　369－370頁。
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あるという一1，Il（に，付に注泣しなければならない。つまり，この時川に出現
した巨．大なコングロマリットは企業ネ11公をキ．三州1な様和に．呈しつつあったの
である。　さらには，恒常灼なインフレーションと高税率などが閑辿し，
「アメリカ実業界にとって，工．1；に新しい1川胆となるような〃洲川胆を巻き
起したのである。」jo）APBは，かかる企業社会の変化に対応して，企業会
言トの帖報拠伏機能の充実を言十ろうとした。そのことは，APBが1967年9
月にステイトメント夘’2号『多角的芹刊：㌃全社による補足的財務干占幸艮の公
閉」（APB　Statement　No．2．，“Disc1osure　of　Supplementa／Financial
Information　by　Diversified　Companies・”）　を発表したことにもリ」らか
である。それ故，APBは狽益計算111Fでは閉示できない，いわば財務井≡■r写造
の変化（財政状態の変化）を，資金計算’苫で流■動性をrl」心に閉示すること
を菰凶したのである。
4．キャッシュ・フロー分析1）に対する，会計原則
　　　審議会の優柔不断な姿勢
ところで，研究｛l1第2号，「li、㌍案」ならびに恵見｛’ll1第3丹は，たんに賞
ユO）　Maurice　Moonitz，“Reporting　on　the　Flow　of　Funds，”The　Acco1」n－
　　ting　Review，Ju／y／956．p．378．
ユ1）　APBはそのなかで次のように述べ．ている。すなわち「二1…≡祥議一会は，財務棚
　　告のリ三務は1■打1．1．i二1’1勺なものではなく，介業災境の変化に対応して蝋カ1一」勺に即応す
　　べきであろことを．i誓繊している。　汀利．企業による二」≡＝業の．多川化の」’曽人は，．企業
　　王■簑境の変化の一局而であり，その変化は〃併報告実務について再」検討を加える
　　必要があることを示し・ている。」　（新井清光1≡」三左訳・仰．1帖『アメリカ公言一忍会言1’」二
　　’協会ヰ勿f砺変正功会；言！I」　11王］’fl］49イF，　「］1火f泊干1」，　／29一ユ35王｛）
1）　研究11王11第2一弓・が発2ミされたと1’司じ年に，アメリカ会111・協会（Nationa1Asso－
　　ciation　of　Accounts）がResearch　Report　No．38，“Cash　F1ow　Ana1ysis
　　for　M目nagerial　Control．”を発表したo
　　　　　メイスン氏は，白己の研兜1’；1第2・1｝との蘭係について，次のように述べて
　　い㍍すなわち，　1’’両1占・は棚互平1竈完し合い，両者のniコにはなんら重要な一牛1．1違は
　　存在しない。NAAレポート（Research　Report　No．38一巾村）は，内部■
金計算論の確立のための内的課遡の克服だけでなく，外的課雌，すなわち
1950年代の後半から，川酬王｛益計算への不信ならびに利益低下を釈i川する
ために，実業界が利用しはじめた1），キャッシュ・フロー分析とのかかわ
りあいの克服とにあった。
　かつて研先1！、l1第2｛．｝は，キャッシュ・フロー分析に映；」し，次のような勧
告を行なった。すなわちω「キャッシュ・フロー」とは，純利益に減価償
却批ρ）ような当火1．」に資金を必’些・としない貰」’1仙て口を戻し加えた金榊，すな
わち「営業活動からもたらされた資．企」3）である。　（2〕キャッシュ・フロー
もしくは呪企所～の椥は，一；＝’に一ξ活功α）成火または〃政状挫の変’化を示す尺
皮として，j」．三しく決定された純利益に代りうるものとか，それを■改良した
ものと．考えることは決してできない。（3〕年次搬告二｝一11＝におけるキャッシュ・
　■一会、ll・interna1aCCOunting，予1三1，1と’二1：ゴ＝■！のlii！」迦として，以金および胴迦佼座
　の遮営にゴ．……，点、を合わせた。これに対し，AICPAレポートは，株主に対する会
　社の午次十艮告・苫＝におけるキャッシュ・フロー表，」’ミに．焦一点を合わせた。．」そして，
　両打が州違するのは月ヨ語の伽「＝］■にあるという。NAAレポートでは，キャッシ
　　ュ・フローは“現で）および等価物資：並”　cach　or　equiva／ent　assetsとして
　使用されている。これに対し，AICPAレポートでは，　“純不1」益ブラス減仙償
　却貰”を一こ：昧する，冊営業沽助からもたらされた資企”としてω1口されている。
　　（Perry　Mason，“Observations　on　Cash　F1ow　in　the　Light　of　AICPA
　and　NAA　Reports．”　NAA　Buletin，January1963．p．2L）
2）　この一点に閉しては，ジェディキとスプラウス両．氏の「1〕口掲書」・第6ゴ：7，llr
　村洩次≡杵「」伽’山L二」・第8車において，i1’F辛川な検討がなされているので，参照
　　されたし。
3）　メイスン氏は後年になって，このf■五州法に閑して，次のように述べている。
　すなわち，　「’協公の棚査活！助が口目始された当初，≧1閉会の鮭企な仙告は，キャ
　　ッシ．ユ・フローという一□「．モの！・た川をj雌けろことにあったのは石作かであろ。なぜ
　ならば，〃務分i灯1家や会社の良き年次・辛は告11≡；＝にイ1、≡j川されていろように，それは
　釧、金でもなければフロー一でもない。　しかし，キャッシュ・フロー’一凧1．「；が〃務に
　閑する父献の巾にい小に杜～りj：く存f∫」三しているかを．，■＝■1．査した後，　二…一座はこρ）用言i㌃
　法が’にきていることを石作信’し寸灯11’ち’ることにした。除々になにか良き用語がそ
　れとに代わrて使月ヨされ二1ことを：吾んでいる。．r（PerryMason，op．ci・t．，p．
　21．
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フローに関する資料を表示する方法は，かなり改善すべき余地がある。年
次報告書に，よく整理され牟比校資金計算書を示すことを，一般に認めら
れた実務とすぺきである。14〕キャッシュ・フローについて，他と関連をも
たない説明や統計は，一般に無意味であり，しばしば誤解を招くから，避
けなければならない。
　つまり，研究書第2号は，完全な資金計算書を示せば，キャッシュ・フ
ローに関する資料だけを単独に示す必要はない，というのである。いいか
えれば，キャ．ツシュ・フ1コーに関する資料だけを単独に示すことによって
達成することのできる目的は，すべて，完全な資金計算書によって，より
いっそう適切に達成することができる，というのである。　また，「草案」
は，研究書第2号の勧告を受け入れ，会社やその他の企業の年次報告書を
作成するにあたり，「キャッシュ・フロー」という用語，　またはこれと類
似した表題を使用することは避けるべきであり，かかる資料は表示すべき
ではない，と勧告した4〕。
　以上のように，研究書第2号および「草案」は，キャッシュ・フローに
関する資料の誤用や混乱を指摘し，それに関する資料を資金計算書に吸収
せしめ（このことは，キャッシュ・フローを，資金の源泉である「営業活
動からもたらされた資金」と定義したことにある），その表示を禁止した。
しかし，かような構想は，はかなくも意見書第3号によって崩れてしまっ
たのである。けだし，意見害第3号は，「現金の利益」その他同じひびき
をもつ用語の使用を禁止したのみで，キャッシュ・フローに関する資料に
関し，次のような優柔不断な勧告をするにいたったからである。すなわち
「“キャッシュ・フロー”を，　純利益の数字ならびに完全な資金の源泉と
運用計算書分析との正しい配列で示すことなく，別の統計欄で表示するこ
とは，誤解を与えるふくみが生じる。　“キャッシュ・フロー”およびこれ
　4）　Robert　K．Jaedicke　and　Robert　T．Sprouse，op．cit．，p－125．
と関連した用語を年次報告書で用いるときは，純利益の意義がそこなわれ
ない方法」（傍点注・中村）で表示すべきであると。つまり，意見書第3
号は，キャッシュ・フローは正しく決定された純利益に代るものではな
い，との研究書第2号および「草案」と同じ基本的立場にありながら，そ
の年次報告書における表示に関し，その表示を禁止した勧告の都分を削除
し，発生主義会計の帰結点である純利益の意義さえそこなわなければ，そ
の表示を認めたのである。かかるAPBの優柔不断な姿勢は，年次報缶書
におけるキャッシュ・フローに関する資料の表示を減少する方向に指導す
るのではなく，逆に増加の方向に指導したのである，とフエス（Philip　E．
Fess）およびウエィガント（Jerry　J．Weygandt）は指摘し批判した5）。
AICPAが年次報告許を対象に行なった実態調査の結果（＜グラフI．参
照〉）がこのことを明らかにしている。
5．伝統的な資金計算書型の流布と統一性の問題
　＜グラフI〉1）は，AICPAの実態調査の結果につもとづいて，1959年か
ら1969年までの10年問の年次報告詐における資金計算書の表示とキャッシ
ュ・フローに関する資料の表示に関して，その趨勢をグラフに示したもの
である。
　意見書第3号の発表後，なお補功表としでの資格でありながらも2〕，年
　5）Phi1ip　E．Fess　and　Jerry　J．Weygant，“Cash－Flow　Presentation－
　　Trends，Recommendation，”The　Joufnal　of　Accountancy，August
　　1969，p．33．（巾村戊次著『前掲書』264頁。）
　1）1959年の数値はメイスン氏の　「前掲書」，ユ960－62年の数値はAICPA
　　「A㏄outing　Treds　and　Techniques」1963年版，1963－66年は中村萬次著
　　r前掲書』，1967－69年はRona／d　P，Lossett，“An　Inqujry　intothe　Con－
　　cept　of　F1ow　of　Funds　and　Impljcations　for　the　Evaluatjon　of
　　Industrial　Enterprise，Dissertation　for　the　Degree　of　Doctor　of　The
　　University　of　Southern　Ca1ifofnia，ユ973．
　2）AICPAの調査によると，1965年には，458社のうち251社，すなわち55パー
　　セントが，それを補鋤表としての地位しか与えていないのである。　（〔］村萬次
　　著『前掲書」262頁。）
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＜グラフI〉年次報告書における表示の趨勢
％5
　年1
（資金榊（瓜∵㌶一1）
960123456789
　　1狐’’tづ口』1坦木　　　　月J⊥u｝己叩　　｛　’コ
次報缶書への資金計算書の
表示は順調に地加の傾1～を
示している。ユ969年には約
90パーセントの会村が，
1970年には約94パーセント
（ウォーレン調査）3の会社
が資企計算一11jl＝ンを表示した。
かかる似向は，夕己に言己した
ように，19601イ1三代年平均
1300件にものぼるといわれ
る第3川合i’司述動0）進灰
（榊こユ967年には1500例・，
1968イ1三には2655作にものぼるといわれている）やそこにみられるコングロ
マリットの川現は’もちろんのこと4），それを背以にニョーヨーク言止み収口1
所や財務アナリスト脇会が年次柵1f’一＾に資企計ユ1i二’一Ij＝の火示を強く一吸言」ljした
ことにも形羊雫されたのである［）。
　ところが，資企計算・1．≡．；1の内容といえば，AICPAの調査紬火「表・一・一4」o〕
が示すように，篶虹資木の変化を一貞三洲する型のものが／．1．三イ到！「勺に使川されて
いる。ウォーレン氏の言j－il」介に、kると，1970年にはそれは約94パーセントに
も迷している7）。かかる傾1〔llはメイスン氏や，同氏に形子11■、1を㌧・えかつまた
サポートしたコービン氏にとっては不亨1；一1，lj足なことであろう。しかし，仏統
と一肚■｛行を、［下刈する，しかもなかば＝ω’一」’、≡i・第3’；｝において尖務界の決定に1・ユ〕
　3）　Robert　L．W日エren，op．cit．，pp．43・・一45，
　4）一1二｝羽欽一郎他訳『l1舳’1・ヨ＝l1j370工1．
　5）　L－S．Rosen　an〔！Don　T．DeCoster，op．city　p．134．
　6）　Rona1d　P．Lossett，op．c｛t、，p．44．
　7）　Robert　L．Warren，op．cit．，p，47．
r表一4」 資金計算書の型と形式
使用している会社数
使用された型
運転資本の変化
A：源泉＝運用…一…・
B：運転資本の増加（減少）・・
C1期末運転資本一・一……
1969
189
171
150
510
ユ968　　　　ユ967
181
179
ユ34
494
173
177
132
482
現金あるいは現金と現金等価物
D：源泉＝運用・……一
E：現金あるいは現金と現金等価物の増加（減少）・
F：現金あるいは現金と現金等価物の期末残…
その他・・……一・
1969
　7
15
ユ1
　5
38
548
1968
　13
　12
　14
　2
　41
535
1967
　12
　14
　10
　6
42
524
r表一5」 ．キ．ざ」．エシ三二．z旦二1哩す．る資措型位置
　　　　　　　　　　　　　　　会　　社　　数
言及の位置
President’s　letter　or　financial　review　・
Operating　summaries　or　statistics一…
High1ights＿
Chaτt………・…
“Funds”statement……・・・…
Separate　statement・・・……・…
1969
　73
　51
　42
　42
　26
　1
1968　　　　ユ967
72
44
43
40
20
2
67
37
22
35
ユ1
3
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だねようともくろんだとさえ考えられる勧告を行なった，APBにとって
は滴足すべきなものであろう。しかし，形式ならびに減価償却費の表示法
等，　その優柔不断さが故に，意見書第3号は繁雑な結果を招くにいたっ
た。たとえば，AICPAの調査結果「表一4」が示すように，形式は平均
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式，残高式，照合式いづれもが均等の割合で使用されている。また，滅価
償却費の表示法にあっては，ウォーレン氏の調査によると，それが資金の
源泉としての独立の表示法は減少の傾向にあるとはいえ，1970年にはいま
だ約22パーセント以上も，その表示法が採用されている呂）。
　そして，キャッシュ・フローに関する資料にいたっては，1lよ見書第3号
の前言己した性格が蕗見した。その年次報告沓への表示は，「表一3」が示
すように，減少の傾向を示すどころか，逆にそれは増加の傾向を示してい
る。しかも，その表示は，「表一5」日が示すように，資金計算書に関連
させるのではなく，President’s王etterかFinancia1review等への独立
に表示する傾向にある。
　要するに，1960年代の終盤になるや，APBは1963年の意見書第3号の
勧告の再検討に追られる時機が到来したのである。APBは，資金計算書
が批示する情報の有用性を制皮的に高めるために，資金計算書に閑する
「一般に認められた」会計処理の原則と手続の統一性のある指針を確立す
ることが追られる時機が到来したのであ乱
6．おわりに
　1960年代におけるAICPAの啓蒙運動の特微は外的淡魑と内的課魍の
克服にあると指摘されよう。’前者はキャッシュ・フロー分析の止場であ
り，後者は処狸と手続の確立である。特に後者に1共」する研先苫第2号と意
見書第3号の兄解には，変革と啓蒙という重点的な相違がみとめられる。
　意見書第3号は，前述したように，研究省＝第2号が主唱した「すべての
貸借対照表科目の変化」浄化論と伝統的な迦転資本計算論との妥協の論理
であった。
　8）Robert　L．Warren，oP－cit．，P．50．
　g）　Ronald　P．Lossett，op－cit－pp．44－45．
　1）　Louis　Goldberg，op－cit．，pp．489－490．
　ここにいう浄化論とは，「貸借対照表を資金フローの過程の産物」とし，
「静的より動的な意味に貸借対照表科目を表現する」1）ことを目的とする資
金計算論である。いいかえれば，それは貸借対照表コンバート説とでも評
価されよう2〕。
　ともあれ，妥協の論理としての意見書第3号の資金計算論は，運転資本
の変化に注視し，企業全体の財政状態の変化を閉示しようとするものであ
る。それは，損益計算の意義をそこなうことなく，貸借対照表の変革を通
して，財務公開制度の変革を意図した，APBの論理なのである。それは，
資金計算書の会計処理の原則と手続に関する問題点の解決を計るのではな
く，変化しつつある企業社会への対応の論理なのである。
　かかる妥協の論理・対応の論理こそ，AICPAのエンピリカルな姿勢を
如実に現わした，1960年代における啓蒙運動の性格であると指摘されよ
う。そして，かかる論理は後にSECによってガードされ，その後意見書
第19号r財政状態変動計算書』（Opinion　No．19．，“Reporting　Changesin
Financia1Position，”AICPA，1971。）によって整備され，1970年代の画
期的な財務公開制度の変革をになったのである。
2）かかるコンバート説はビアーマン氏の所説と区別されなければならない。け
　だし，ビァーマン氏は運転資本計算書をもって，貸借対照表のコンバートを意図
　しているのである。（Haro1d　Bierman，“Measuring　Fjnancial　Liquidity，”
　The　Accounting　Review，Oct・，1960．pp・628－632．）
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